様式第４号（第２条関係）

取引基本契約書


１　物品名等　　別記仕様書のとおり

２　契約単価　　別記仕様書のとおり

３　契約保証金　　免　　除

４　納入場所　　個別契約により指定する場所

５　契約有効期間　　　　　　年　　月　　日　から
　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　まで



　発注者と受注者は、受注者の取り扱う上記物品（以下「物品」という。）の発注者への継続的な売買取引に関する基本事項について、この契約書の定めにより契約（以下「本契約」という。）を締結する。
　本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自１通を保有する。

　　　　　年　　月　　日

発注者　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

受注者　　


[bookmark: _GoBack]　（目的）
第１条　本契約に基づき、受注者は、物品を発注者に継続的に供給し、発注者は、物品を継続的に購入するものとし、もって、共同の利益の増進と円滑な取引の維持を図る。
　（取引内容等）
第２条　受注者から発注者に売り渡される物品の明細等は、別記仕様書のとおりとする。
　（適用）
第３条　本契約に定める事項は、本契約の有効期間中、発注者受注者間で行われる物品の個別取引（以下「個別契約」という。）に共通して適用する。ただし、個別契約において本契約と異なる事項を定めたときは、個別契約の定めが優先して適用される。
　（個別契約）
第４条　個別契約は、発注者が、物品の品名、数量、価格、納入場所、納入期限等、受注者が指定した事項を明示した所定の注文書（当事者が合意した場合の口頭によるものを含む。以下同じ。）により受注者に発注し、受注者が所定の注文請書（当事者が合意した場合の口頭によるものを含む。）を発注者に送付し発注者に到達した時に成立する。ただし、注文書送付後、３営業日以内に受注者から諾否の回答が到達しないときは、個別契約は成立したものとみなす。
　（物品の納品、検査及び検収）
第５条　本契約に基づく物品の納品は、個別契約の定めに従う。発注者は、物品受領後１０日以内に、検査を行い、合格したものを検収する。物品に種類、品質又は数量に関して本契約の内容に適合しないもの（以下「不適合」という。）があったときは、発注者は、遅滞なく、具体的な不適合の内容を示して、受注者に通知する。
２　不適合があったときは、発注者は、受注者に対し、相当の期間を定めて、物品の修補、代替品の引渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完を催告し、受注者は、発注者の選択に従い、履行の追完をする。
３　前項の履行の追完を催告したにもかかわらず、発注者が定めた期間内に受注者が履行の追完をしないときは、発注者は受注者に対し、不適合に応じた物品の代金を請求することができる。
４　発注者が、物品受領後に第１項の通知を行わなかったときは、当該物品は、発注者の検査に合格したものとみなす。
５　第１項の発注者の検査の結果、不適合となった物品であっても、発注者の使用目的に支障のない程度の不適合であると発注者が認めたときは、発注者と受注者の協議によりその対価を減額した上、発注者はこれを引き取ることができる。この場合において、当該不適合により生じた損害については、発注者の負担とする。
６　個別契約の定めにかかわらず、受注者が債権の保全上必要と認めるときは、発注者から適切な補償を受けるまで、物品の全部又は一部の引渡しを拒絶することができる。この場合において、受注者は、発注者の損害について、何ら責任を負わない。
　（所有権の移転及び危険負担）
第６条　物品に係る所有権は、前条第１項に基づき発注者が検収した時点をもって、受注者から発注者に移転する。
２　前条第１項に基づき発注者が検収する前に生じた物品の滅失、損傷、変質その他の損害は、発注者の責めに帰すべきものを除き受注者が負担し、検収以後に生じた物品の滅失、損傷、変質その他の損害は、受注者の責めに帰すべきものを除き発注者が負担する。
（契約不適合責任）
第７条　物品に第５条第１項に定める検査では発見できない不適合（数量不足を除く。以下本条において同じ）があったときは、納品後１年以内に発注者が不適合を発見し、受注者に対し、具体的は不適合の内容を示して通知し、その後、同条第２項に定める履行の追完を催告した場合に限り、受注者は、発注者の選択に従い、同項に定める履行の追完をする。ただし、不適合を知り、又は重大な過失により知らなかったときは、この限りではない。
２　前項の履行の追完を催告したにもかかわらず、発注者が定めた期間内に受注者が履行の追完をしないときは、発注者は受注者に対し、不適合に応じた物品の代金の減額を請求することができる。
３　本条の規定は、発注者による損害賠償の請求を妨げない。
　（製造物責任）
第８条　物品の欠陥に起因して、第三者の生命、身体又は財産に損害が生じたときは、発注者及び受注者はその対応について協議する。
２　受注者は、物品の欠陥に起因して、第三者の生命、身体又は財産に損害が生じたときは、故意、過失の有無を問わず、その第三者又は発注者が被った一切の損害（発注者が第三者に支払った賠償額、発注者が物品を回収するために要した費用及び弁護士費用を含むがこれに限らない。）を賠償する。
　（権利義務の譲渡禁止）
第９条　受注者は、発注者の事前の書面による同意なく、本契約及び個別契約により生じた契約上の地位を移転し、又は本契約及び個別契約により生じた自己の権利義務の全部若しくは一部を、第三者に譲渡し、若しくは第三者の担保に供することはできない。
　（不可抗力）
第１０条　地震、台風、津波その他の天変地異、戦争、暴動、内乱、テロ行為、重大な疾病、法令の制定改廃、公権力による命令、処分その他政府による行為、争議行為、輸送機関、通信回線等の事故、その他不可抗力による本契約及び個別契約の全部又は一部（金銭債務を除く。）の履行遅滞又は履行不能については、いずれの当事者もその責任を負わない。ただし、当該事由により影響を受けた当事者は、当該事由の発生を速やかに相手方に通知するとともに、回復するための最善の努力をする。
２　前項に定める事由が生じ、本契約及び個別契約の目的を達成することが困難であると認めるに足りる合理的な理由がある場合には、発注者及び受注者は協議の上、本契約又は個別契約の全部又は一部を解除できる。
　（守秘義務）
第１１条　発注者及び受注者は、物品の価格、及び取引を通じて知り得た相手方の機密情報を秘密として保持し、相手方の事前の書面による同意なく、第三者に開示又は漏えいしてはならない。
　（通知義務）
第１２条　受注者は、次に掲げる事項を行う場合、事前に書面をもって発注者に通知しなければならない。
　（１）合併、会社分割、株式交換、株式移転等の組織に関する重大な変更
　（２）事業の全部又は一部の譲渡
　（３）本店所在地、商号、代表者等の変更
　（４）事業所所在地、商号、事業主の変更
　（契約の解約）
第１３条　発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当したときは、何らの通知又は催告を要せず、直ちに本契約及び個別契約を解除することができる。
　（１）本契約及び個別契約に定める条項に違反し、受注者に対し催告したにもかかわらず１４日以内に当該違反が是正されないとき。
　（２）監督官庁より営業の許可取消し、停止等の処分を受けたとき。
　（３）支払停止若しくは支払不能の状態に陥ったとき、又は手形若しくは小切手が不渡りとなったとき。
　（４）第三者より差押え、仮差押え、仮処分若しくは競売の申立て、又は公租公課の滞納処分を受けたとき。
　（５）破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始若しくは特別清算手続開始の申立てを受け、又は自ら申立てを行ったとき。
　（６）解散、会社分割、事業譲渡又は合併の決議をしたとき。
　（７）資産又は信用状態に重大な変化が生じ、本契約及び個別契約に基づく債務の履行が困難になるおそれがあると認められるとき。
　（８）その他、前各号に準じる事由が生じたとき。
２　前項の場合、受注者は、解除によって発注者が被った損害の一切を賠償する。
　（損害賠償の範囲）
第１４条　発注者又は受注者が、本契約及び個別契約に違反して相手方に損害を与えたときは、相手方に対し、直接かつ現実に生じた損害につき賠償する責任を負う。
２　受注者の責に帰すべき事由により納期内に物品を納品することができない場合において、発注者は、個別契約金額に、納入期限の翌日から、第５条第１項に基づき発注者が検収した日までの遅延日数に応じ、支払遅延防止法の率で計算した額の履行遅延の違約金の支払を受注者に請求することができる。
３　前項の規定により計算した違約金の額が百円未満であるときは、違約金を支払うことを要せず、その額に百円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。
　（暴力団等の排除）
第１５条　受注者は、発注者に対し、次に掲げる事項を確約する。
　（１）受注者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７条）第２条第２号に規定する暴力団及び同条第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団等」と総称する。）ではないこと。
　（２）受注者の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該団体に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。）が暴力団等ではないこと。
　（３）暴力団等に受注者の名義を利用させ、本契約を締結するものでないこと。
　（４）受注者又は第三者を利用して、本契約に関して次の行為をしないこと。
　　　ア　発注者に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為
　　　イ　偽計又は威力を用いて発注者の業務を妨害し、又は信用を毀損 (きそん)する行為
　（５）受注者は、暴力団等と次の行為をしないこと。
　　　ア　受注者又は受注者の役員が、暴力団等又は暴力団等が経営若しくは運営に関与していると認められる法人等に対し、資金等を提供し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与する行為
　　　イ　受注者又は受注者の役員が、暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有する行為
　　　ウ　受注者又は受注者の役員が、暴力団等であることを知りながら、これと取り引きし、又は不当に利用する行為
２　発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当した場合には、受注者に対し何らの通知又は催告を要せずして、本契約を解除することができる。
　（１）前項第１号又は第２号の確約に反する表明をしたことが判明した場合
　（２）前項第３号の確約に反し契約をしたことが判明した場合
　（３）前項第４号又は第５号の確約に反した行為をした場合
３　前項の規定により本契約が解除された場合には、受注者は発注者に対して、発注者の被った損害を賠償する。
４　第２項の規定により本契約が解除された場合には、受注者は、解除により生じる損害について、発注者に対し一切の請求を行わない。
　（公正入札違約金）
第１６条　受注者は、本契約の入札に関し次の各号のいずれかに該当するときは、発注者の請求に基づき、次の各号のいずれかに該当することとなった時までに支払の確定した代金の総額の１００分の２０に相当する額の公正入札違約金を発注者に支払わなければならない。
（１）　私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和22年法律第54号。以下「独禁法」という。)第49条に規定する排除措置命令又は独禁法第62条第1項に規定する納付命令(以下「排除措置命令等」という。)を受け、行政事件訴訟法(昭和37年法律第139号)第14条に規定する出訴期間内に、当該排除措置命令等について同法第3条第1項に規定する抗告訴訟(以下「抗告訴訟」という。)を提起しなかったとき。
（２）　排除措置命令を受け、行政事件訴訟法第8条第1項の規定により提起した抗告訴訟に係る判決(当該排除措置命令等の全部を取り消すものを除く。)が確定したとき。
（３）　前2号の規定に該当しない場合であって、独禁法第7条の2第1項の規定により課徴金を納付すべき事業者が、同条第10項の規定により納付命令を受けなかったとき。
（４）　受注者(受注者が法人の場合にあっては、その役員又は使用人)について刑法(明治40年法律第45号)第96条の6又は同法第198条による刑が確定したとき。
　（契約有効期間経過後の本契約の有効期間）
第１７条　本契約が期間満了又は解除により終了した時に存在する個別契約については、引き続き本契約の規定を適用する。
２　本契約の終了にかかわらず、本条、第７条、第１１条、第１４条及び第１９条の規定は、引き続きその効力を有する。
　（合意管轄）
第１８条　本契約に関連する訴訟については、仙台地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
　（協議事項）
第１９条　本契約に定めのない事項及び本契約の内容の解釈につき相違のある事項については、法令によるほか、本契約の趣旨に従い、両当事者間で誠実に協議の上、これを解決する。




別記

仕様書

１．物品名、規格及び契約単価
	物品名
	規格
	契約単価
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（※注意：「契約単価」には、消費税及び地方消費税の額を含まない。）

２．仕様基準及び品質保証
（１）　物品の仕様基準は、次の各号のいずれかに準拠していなければならない。
　　①　規格、標準、各種資料及びこれらに準ずる書類で発注者が作成し、受注者に貸与したもの
②　ＪＩＳ等の公に定められた規格。ただし、公に定められた規格と①の書類との間に不一致がある場合は、①の書類が優先する。
　　③　法令又は条例に定められた基準
　　④　前各号のほか、発注者と受注者が協議の上定めた基準
（２）　受注者は、物品が前項に定める仕様に合致しており、かつ発注者の満足する品質及び性能を備えることを保証する。

３．代金の支払
（１）受注者は、発注者が検収をした物品に関する代金を、個別契約毎に納品年月日、数量及び単価を明示した明細票を添付して発注者にこれを請求する。
 （２）発注者は、前項の支払請求があったときは、請求書を受理した日から起算して、３０日以内に支払わなければならない。
（３）発注者が代金の支払を怠ったときは、支払期日の翌日から完済に至るまで、政府契約の支払遅延防止法等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定に基づき、財務大臣が銀行の一般貸付利率を勘案して決定する率（履行期日時点における率とする。以下「支払遅延防止法の率」という。）で計算した遅延利息を受注者に支払う。
（４）前項の規定により計算した遅延利息の額が百円未満であるときは、遅延利息を支払うことを要せず、その額に百円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。
（５）消費税額及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の額は、個別契約毎に個別契約時の税率を乗ずることにより算定するものとする。
（６）消費税等の額の算定に関して１円未満の端数が生じた場合には、当該端数は切り捨てるものとする。
